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諮問庁：法務大臣 

諮問日：平成２９年１０月１９日（平成２９年（行情）諮問第４０７号） 

答申日：平成３０年１０月３０日（平成３０年度（行情）答申第２９４号） 

事件名：特定刑事施設組織図（平成２９年４月１日現在）の一部開示決定に関

する件 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

別紙に掲げる文書１（以下「本件対象文書」という。）につき，その一

部を不開示とした決定については，審査請求人が開示すべきとする部分を

不開示としたことは，妥当である。 

第２ 審査請求人の主張の要旨 

１ 審査請求の趣旨 

行政機関の保有する情報の公開に関する法律（以下「法」という。）３

条の規定に基づく開示請求に対し，平成２９年５月１５日付け東管発第２

００４号により東京矯正管区長（以下「処分庁」という。）が行った一部

開示決定（以下「原処分」という。）で不開示とされた部分に関し，その

全てにつき，不開示決定を取り消して開示することを求める。 

２ 審査請求の理由 

審査請求の理由は，審査請求書及び意見書によると，おおむね以下のと

おりである。なお，添付資料については省略する。 

（１）審査請求書 

ア 行政文書不開示決定通知の経緯 

  （ア）２０１７年４月１７日，審査請求人は，処分庁に対し，行政文書

開示請求書を提出し，「特定刑事施設Ａ組織図（平成２９年４月１

日現在）」（特定刑事施設Ａ）（本件対象文書）の行政文書開示請

求を行った。 

  （イ）２０１７年５月１７日，審査請求人は，東京矯正管区長が作成し

た平成２９年５月１５日付け行政文書開示決定通知書を受領した。

同書面によって，本件対象文書に係る特定刑事施設Ａ等に勤務する

職員の氏名の部分を不開示決定したこと，及びその理由が「当該情

報を公にすると，被収容者，あるいはその関係者等から，当該職員

及びその家族らに対して，不当な圧力や中傷，攻撃等が加えられる

ことを懸念した職員が，矯正施設における職務に対し消極的になる

など，矯正施設における適正な職務遂行に支障を生ずるおそれがあ

り，法５条６号に該当し，その結果として，保安事故等異常事態が
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発生するおそれがあるなど，刑の執行その他の公共の安全と秩序の

維持に支障を及ぼすおそれがあり，法５条４号に該当することから，

当該情報が記録されている部分を不開示とした。」（以下「本件不

開示理由」ともいう。）という内容である旨の通知を受けた。 

  （ウ）２０１７年５月２４日，処分庁から，本件対象文書（不開示部分

を黒塗りしたもの）の写しを受領し，見てみると，主任や専門官ク

ラスばかりか管理職にあたる課長級以上，なんと部長クラスまで，

ほとんどが不開示とされていることが判明し，本日，審査請求を諮

問庁に対して行った。 

イ 同文書の不開示の例年の基準 

審査請求人は「特定刑事施設Ａ組織図」を１０年前から例年のよう

に行政文書開示請求を行って，同文書の写しを入手しているところ，

例年ずっと，課長級以上（課長，課長補佐，統括，次席，首席，部

長等）については，不開示されたことはなく，昨年度（平成２８年

度）の同文書を含め，ずっと開示されてきた事実があり，民間でい

う管理職である課長級（課長，課長補佐及びそれ以上）を不開示と

することは許されないのが基準である。 

主任クラスの不開示も不当であるが，とりわけ社会一般の通念に照

らし，課長級以上の幹部の氏名を不開示とするのは，この国の正常

な運営基準に照らして不当極まりない。 

主任クラスまでは開示すべきであり，百歩譲っても課長や，まして

や部長クラス（医務部長は不開示されている。）まで不開示するの

は，適正な基準に反しているといわざるをえない。 

   ウ 不開示の不当性のまとめ 

     矯正施設では，死刑執行を含めて重大深刻な人権制限を行っており，

かかる組織の運営責任者である幹部職員の氏名が透明化されなけれ

ば，不当な人権侵害を妨げないし，万が一不当な人権侵害がなされ

てもその責任の所在が不明確となり，不当である。幹部ともなれば

なおのこと，絶大な権限を持ち，権限に比例する責任も負うべきで

ある。氏名を明らかにする責任が幹部職員にはある。 

     日本は王政ではなく，民主主義社会であり，国民主権の社会である

ところ，被収容者の人権を大きく制限する絶大な権限を持つ幹部が，

主権者である国民に，氏名を明らかにできないことは，主権者から

の適正なチェックができなくなることにほかならない。人権，民主

主義，法の支配を至上価値とする日本国憲法下において，かかる幹

部職員（とりわけ課長級以上は特に）がブラックボックスで組織運

営をするのは認められない。 

     また，課長級以上の幹部職員においては，かかる「本件不開示理
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由」のごときで適正な職務遂行に支障が生ずる程度の精神力，人格

では就いてはならない職級であるから，かかる理由で不開示とする

のは（とりわけ課長級以上クラスではなおさら）不当である。 

     結局，主任クラスを含めて開示すべきであり，百歩譲っても課長や

課長補佐クラス以上の不開示は，あまりにも不当である。 

（２）意見書１ 

    本件審査請求は，対象期間，対象刑事施設，対象職級を，それぞれ下

記のとおり絞った上で行っているものです。 

   ＜対象期間＞平成２９年度のみ（全年度又は複数年度ではない。） 

   ＜対象刑事施設＞特定刑事施設Ａのみ（全国又は複数の刑事施設ではな

い。） 

   ＜対象職級＞幹部とりわけ課長級以上の最高幹部のみ（全ての同所職員

ではなく，一般職員はおろか中堅クラスも一切含まれていな

い。） 

    これに対し，法務省が法５条６号及び４号の不開示情報に該当するこ

とを正当化する「適用関係の個別具体的な理由」は，法務省作成「理由

説明書」によりなされています。 

    しかし，その法務省の主張は，因果関係がないこと（法務省が存在す

ると主張する事実が存在しないことを含む。以下同じ。）の観点からも，

法律の解釈などの純粋に理論的な観点からも，ことごとく失当です。 

   ア 因果関係がないことの観点 

     因果関係がなければ，（法解釈などの純粋な理論的な観点を検討す

るまでもなく）それだけで即，「適用関係の理由には妥当性がな

い」といわなければなりません。 

     「因果関係」成立の要件は， 

      ＜要件１＞Ａと，Ｂの変化に，相関関係があること 

      ＜要件２＞Ａが起きた後に，Ｂが起きること 

      ＜要件３＞Ｂの原因が，Ａ以外に考えられないこと 

     この３条件をすべて満たしていることです。このうち１つでも欠け

れば因果関係は不成立となります。これは「因果関係」という考え

方を解説する権威ある教科書に必ず載っている「公理」であり，決

して，私が独自に作った見解などではありません。 

     平成２９年度に限り，かつ特定刑事施設Ａに限り，かつさらにその

中でも上位約１％の最高幹部（とりわけ課長級以上）の氏名のみに

係る開示不開示が問題となっている本件の文脈においては，まず，

「本件不開示決定とされた，平成２９年度における，特定刑事施設

Ａ幹部職員」（以下，第２の２（２）において「本件特定刑事施設

Ａ最高幹部」という。）の氏名を開示することによって初めて，そ
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の氏名が知られ，（ａ）その氏名情報を利用した攻撃等が，（ｂ）

平成２９年度において，（ｃ）特定刑事施設Ａ被収容者等から，

（ｄ）本件特定刑事施設Ａ最高幹部に対して（ｅ）加えられ，

（ｆ）それが原因となって，（ｇ）本件特定刑事施設Ａ最高幹部の

行う職務が（ｈ）同所における適正な職務ができなくなる程度にま

で（ｉ）いわゆる萎縮する，ということが，すべて欠けることなく

証明されてつながることができなければ，適用関係の理由の説明に

は，因果関係不成立により，妥当性がないといわなければなりませ

ん。 

     それなのに，法務省の「理由説明書」の主張は，本件の文脈に沿っ

た説明が全くできておらず，本件とは因果関係のない範囲までを広

く一緒くたに含めて，一般的抽象的な，要するに漠然としたことし

か述べられていません。 

   （ア）対象期間について 

      「攻撃等が多々存在する」などと，るる述べているが，それはい

つからいつの期間になされたものなのか具体的に何も述べていませ

ん。本件の最大のポイントは，「平成２８年度，平成２９年度とを

比べて，攻撃等を含めた治安環境等の著しい変化が具体的な事実と

してはないにもかかわらず，不開示部分だけ著しく増大するのはお

かしいのではないか」という点にある以上，「平成２８年度の攻撃

等」と「平成２９年度の攻撃等」が存在するか否か，するとしても

その件数等の差異と，不開示範囲の差異の因果関係の成否を合理的

に判断しなくては，論理的とはいえないのです。 

      それより過去の事案（たとえば５年も１０年も３０年も前のこ

と）を持ち出して一緒くたに論じるのでは，因果関係が到底認めら

れるはずものなく，非論理的でもあり，無意味です。 

      実際には，平成２８年度における，同所での，本件特定刑事施設

Ａ最高幹部クラスに対する，攻撃力の高い「攻撃等」は存在しない

か，存在しても平成２９年度と有意な差異がないにもかかわらず，

それが「多々ある」との事実に反する主張をしています。「多々あ

る」という主張をあくまでも維持するのであれば，平成２８及び２

９年度における，同所での，事案の内容と件数を証拠で示すべきで

す。 

   （イ）対象刑事施設について 

      「攻撃等が多々存在する」などと，るる述べているが，それはど

この施設でのことなのか具体的に何も述べていません。たとえば青

森や沖縄の施設内で攻撃等が仮にあったとしても，その攻撃は本件

特定刑事施設Ａ最高幹部に向けられたものではないのだから，本件
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特定刑事施設Ａ最高幹部がろう絡等々されることにはならず，すな

わち因果関係が成立するわけがありません。したがって，結局，特

定刑事施設Ａにおいてなされた攻撃等と，不開示範囲変更について，

因果関係の成否を判断しなくては，論理的とはいえないのです。 

      実際には，平成２８年度における，特定刑事施設Ａにおいてなさ

れた攻撃等は存在しないか，存在しても平成２９年度と有意な差異

がないにもかかわらず，それが「ある」との事実に反する主張をし

ているのです。そういう存在しない事実を前提として「本件特定刑

事施設Ａ最高幹部が，ろう絡等々される」などと言い出すありさま

です。あくまでも「ある」と言い張るのであれば，平成２８年及び

２９年度における，同所での，攻撃等の内容と件数を証拠で示すべ

きです。 

   （ウ）対象職級について 

      法務省のいういわゆる「萎縮論」の理論は，入省１年目の新人や

若手，中堅クラスまでを対象にする限りでは，妥当性はあるでしょ

う。 

      しかし一方，最高幹部とりわけその中でも特定刑事施設Ａの最高

幹部には誰もが就けるポストではなく，同期入省の中でもとりわけ

厳選されて選ばれた，「相当な攻撃等を受けても，それに負ける可

能性がおよそ全く考えられないほど強い精神力，神経がある者の

み」が就ける特別なポストであり，エリートの中のエリートとして

その資質は，極端に「タフ」な者のみが就いているのです。こうい

ったことは社会常識として広く知られているし，常識から考えても

当然の事実です。こういった現実の個別の文脈などの事実を全部無

視して「入省１年生と，最高幹部」を一緒くたに論じるのは論理的

とはいえません。 

      役のつかない一般職員ではなく，あくまで本件特定刑事施設Ａ最

高幹部クラスにおいては，平成２８及び２９年度にろう絡されると

か保安事故が起こったことはなく，起こりそうになったこと（現実

的なレベルのもの）も全く存在しません。 

      それなのに「存在する」又は「そうなりそうになった」などと言

い張るのであれば，平成２８及び２９年度における，本件特定刑事

施設Ａ最高幹部クラスに絞った，その内容や件数等を証拠として示

すべきです。 

   （エ）萎縮の程度について 

      攻撃等による，いわゆる「萎縮の度合い，程度」が，つまるとこ

ろ「特定刑事施設Ａにおける適正な職務の遂行ができなくなる程

度」にまではその効果が認められないものであれば，「その攻撃等
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を受けても特定刑事施設Ａにおける適正な職務が遂行できる」とい

うことになり，ひいては不開示とする必要性がありません。 

      攻撃等が単に存在しても，ただちにそれだけでは不開示とする理

由には足りず，その「程度」（打撃力）が，「特定刑事施設Ａにお

ける適正な職務の遂行ができなくなる程度」につながらなくては，

「攻撃等」と「萎縮等」との因果関係は不成立となり，よって不開

示は不当というべきです。 

      実際には，「特定刑事施設Ａにおける適正な職務の遂行ができな

くなる程度の打撃力があるような」攻撃等は，存在しないのに，事

実に反し，「存在する」かのような主張をしています。あくまでも

それが「存在する」と言い張るのであれば，平成２８及び２９年度

において，特定刑事施設Ａで，それが存在したことを具体的に裏付

ける事実を，証拠をもって示すべきです。 

   （オ）職員録掲載情報を変更した理由について 

      これに関する法務省の説明も，ざっくりいえば，不開示とした理

由と内容が同旨であり，「平成２８年度」までにも同様な状況にあ

りその中で開示していて問題が発生していなかったにもかかわらず

なぜ「平成２９年度」では，攻撃等を含む治安環境に有意な差異が

ないのに，いきなり大幅に不開示に変更したのか，という「平成２

８年度」と「平成２９年度」との比較の観点からの理由が全く示さ

れていません。ここが最大のポイントであるといっているのにです。

法務省の説明するような内容だけで不開示部分を著しく拡大できる

のであれば，法に対する信頼や，法的安定性というのは地に落ちる

ことになり，レトリックを使えば「法」などいくらでも骨抜きにし

ていいといっているのと同じです。「比較の観点」からの理由がな

い以上，不当といわざるをえません。 

      また，「比較の観点」からの証拠を示すべきです。 

   （カ）職員録掲載と同一の開示にしているとする事実について 

      国立印刷局編「職員録」に氏名が掲載されている職員と同一の職

にあれば開示し，なければ不開示としている旨，法務省は主張する

が，その説明の中で「部長相当職以上の職員のみを掲載することに

変更したものである」等と述べる一方，実際には，医務「部長」は

不開示とされている（本件証拠８参照）など，支離滅裂であり到底

信用できず，虚偽の疑いが極めて高い。このように明らかな矛盾が

ある以上，一度，審査請求人としても確認する必要があり，また審

査会におかれましても現認してご確認いただきたく，したがって，

国立印刷局編「職員録」の平成２８年１２月１日時点のものと，１

２月２日発刊のものにつき，当該掲載部分を法務省から証拠として
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示してもらいたい。証拠を確認出来ない間は，かかる主張は「事実

に反する」と，当方は主張せざるをえません。 

   （キ）開示することによって初めてその氏名が知られる，とする前提の

誤りについて 

      上記（２）アの（ａ）から（ｉ）へとつながる因果関係の流れは，

そのどれか１つが欠ければ因果関係不成立となりますが，ここでは

（ａ）すなわち「本件不開示さえすれば氏名は（合法的には）知ら

れることはない中で，開示をすれば知られる」又は「不開示とすれ

ば，氏名は知られない」という前提事実の誤りがあります。 

      氏名を知りたいと考えた者が，行政文書開示請求手続以外の他の

合法的な方法で氏名を容易に知ることができるのであれば，あえて

その中で「不開示」としても，ほとんど無意味です。（ａ）から

（ｉ）までの因果関係，論理のつながりには，その前提があり，も

しその前提が崩れれば，因果関係は不成立となります。 

      氏名を知りたければ，例えば「平成２９年４月１日現在特定刑事

施設Ａの会計課長を担っていた者で氏名は不明」などと表記して，

その人物を損害賠償（国家賠償を含む）請求訴訟を提起したり，告

訴・告発をすれば，その氏名はその手続の中で，すぐに知ることが

できます。提訴は１０００円という低額で被告を何人増やしてもで

きるし，告訴等は費用すら掛かりません。なにも不開示とすれば知

れないということは全くなく，ごく簡単に他の方法でいくらでも知

る気になれば知ることが可能であり，「不開示とすれば氏名は知ら

れない」とかの前提は成り立ちません。ましてや「不当」な攻撃等

を行おうという発想を抱くような人物であれば，なおさらのこと，

そのぐらいのことはすぐに気付くレベルのものです。よって，この

観点からも因果関係が不成立となり（上記（２）ア，因果関係成立

の＜要件３＞が欠ける），不開示の実益に乏しいというほかありま

せん。 

   イ 理論的な観点 

     次に，理論的な観点等をからめて述べていきます。 

   （ア）当該氏名は慣行として公にされ続けた事実について 

      平成２８年度までは長年にわたって，一貫して，本件特定刑事施

設Ａ最高幹部クラス，特に課長級以上の役職者氏名は，慣行として

公にされ続けてきました。この事実は「誰にも動かせない事実」で

す。 

      もともと，公表慣行とされるべきとして，公表されてきた社会的，

公共的な理由は，行政を担う公務員の活動を国民に説明する責務が

全うされるようにすることとともに，国民の的確な理解と批判の下
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にある公正で民主的な行政の推進に資することを目的とするからで

す。これは，同時に，法の最も土台である趣旨目的でもあります。 

      しかも，本件においては特にその透明性確保の要請が働くもので

す。すなわち，法務省自身が認めているとおり，「課長等相当職は，

被収容者等に対する実力行使の指揮命令」の権限を，法的ないし事

実上有する立場にあり，その観点において特別の責務が課せられる

べき立場にあります。具体的な「実力行使」として法的にも実務上

も想定されている内容は，捕縄，手錠及び拘束衣の使用，警棒，警

じょう，さすまた，盾，催涙弾，催涙ガス筒及び着色弾並びにこれ

らの発射機，催涙スプレー等の警備用具の携行と使用，そればかり

か人を殺傷する用途に供する目的をもって作成され，人を殺傷する

性能を有する携行用器具の武器である拳銃，ライフル銃，刀，剣な

どの使用が法的に認められており，現行の実務上，その拳銃等が特

定刑事施設Ａにも実践配備され，本件特定刑事施設Ａ最高幹部は，

「けん銃等の使用をするか否か，使用するなら誰に向けて発砲する

か，何発発砲するか，何人体制で発砲するか」という「人の生命，

健康」を決定的に害する危険性が極度に高い「実力行使の指揮命

令」を行う立場にある，事実上の（関係当事者間における）絶対的

権力者なのです。軍隊でいうところ，実務上の最高司令官のような

立場にあるのです。 

      そうであることも踏まえればなおさら，それらの指揮命令等につ

いて適法，適正，適切な運用がなされるためには，かかる絶大な権

限を誰が有しているのか，主権者である国民に常に明らかにしてお

く責務があるのは，社会的・公共的見地に照らして当然です。 

      こういう諸般の様々な角度からの理由があればこそ公表慣行とさ

れてきたというのが，歴史的背景にはあるのです。 

      これらのこともきちんと留意すれば，法５条１項イ「法令の規定

により又は慣行として公にされ，又は公にすることが予定されてい

る情報」と法的にいえるものです。仮に，法的に直ちにはいえなか

ったとしても，事実上それと，ほぼ同旨できるため（社会通念上，

公開に親しまないような情報とはいえず，不開示情報に該当しない。

だからこそ平成２８年度まではずっと実際に，慣行として公にされ

続けてきた），結果として，本件不開示決定は妥当とはいえず，よ

って開示されるべきです。 

   （イ）違法な職務が長年にわたって後を絶たないという職務体質におい

ては，一層，透明化が要請されるべきであることについて 

      違法な職務が疑われ，しかもその職務能力に無視し得ない疑問が

呈されている国家賠償等の裁判が被収容者から提起され，その裁判
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において，裁判所から「違法な職務」と認定されて確定した判決が，

特定刑事施設Ａを多数含め全国で毎年のように出され，後を絶ちま

せん。特定刑事施設Ｂで被収容者を死なせた事件，特定場所Ａで医

師が加虐行為を多くの被収容者に加え続けた事件，医療を適切にせ

ずに生命及び身体を損なう事案，熱中症等の対策が適切になされず

死亡させる事案，そして暴力行為を被収容者に加える事案を始め，

（特定刑事施設Ａの事案もいっぱい含まれる），挙げるときりがな

いほど多発し続けています。 

      このような，ずさんな特定刑事施設Ａの管理運営状態の下におい

ては，なおさらのこと，本件特定刑事施設Ａ最高幹部の氏名の公表

を怠ることは，違法な（実力行使の指揮命令を含む権力的行政作用

の）職務の存在及びその問題点を一般の目から隠し，問題の解決を

困難にするものであって，その職務に反するものというほかなく，

広く一般の批判にさらすことこそが，運用に健全な緊張感をもたせ，

不適切な行為をけん制することに資するのです。 

      違法職務が後を絶たないという具体的事実の存在は，矯正施設が

らみの裁判例集等を見れば誰にでもすぐ確認できます。 

      そして「後を絶たない」原因は，平たくいえば，特定刑事施設Ａ

最高幹部クラスが部課の人権教育をしておらず，それどころか最高

幹部クラス自身が人権教育ができていない（教育されていない）か

ら，体質が変わっていかないことが最大の本質でしょう。そうであ

る限り，自浄作用だけでなく，透明化がなお一層，社会的，公共的

見地から不可欠です。ブラックボックスになればなるほど，腐敗，

慢心が深刻になっていくのは，誰でも大人なら知っていることです。 

   （ウ）部長職について 

      法務省が不開示を妥当とする理由について，課長級の氏名につい

てはるる主張がなされ，「部長相当職以上の職員のみを掲載するこ

とに変更したものである。」旨を説明して，部長職については具体

的な反論もできていないし，していません。 

      したがって，信義則に基づき，本件不開示部分とされている「医

務部長」氏名の不開示は，上述してきた様々な観点からだけでなく，

さらに一層不当であるから，絶対に開示されるべきです。 

      また，医務・医療については，医者の資格を有さない者が判断を

することは極めて違法で不当であるから，特定刑事施設Ａ長といえ

ども医学上の事柄には口出ししたくてもできません。そうすると

「医務・医療」関係における医務部長は名実ともに最高権力者です。

医療は「人の生命，健康」に直結する分野であるから，その最高責

任者が氏名を明かせず，誰の指揮・責任の下に医療が行われたか，



 

 10 

知ることができないという在り方は（（イ）で上述した医療関係の

違法職務が後を絶たないこともあいまって），主権者である国民か

らも，実際に医療を受ける被収容者本人としてもナンセンスの極み

であり著しく不当であり，その観点からも一層，極めて強く開示が

要請されるべきといえます。 

   （エ）主張立証責任について 

不開示決定の取消しを求める際の主張立証責任は，「不開示決定

取消訴訟において，不開示決定が適法であることを主張する者は，

法５条１号から６号までに定める不開示情報が記録されていること

を主張立証しなければならない。」（東京地判平１６・１２・２４ 

判例タイムズ１２１１号６９頁）との基準に基づき，本件の具体的

で個別的な事実の存在（平成２８年度と平成２９年度との比較の観

点から，その合理性や因果関係を示す事実を含む。）を，法務省側

が主張立証する責任があり，それが欠ければ，当方の主張が認めら

れたものとして扱われるべきなので，そのように取り扱うようお願

いする次第です。 

（２）意見書２ 

  ア 補充理由説明書（下記第３の２を指す。以下同じ。）への反論 

  （ア）補充理由説明書で諮問庁が主張している，適用関係の個別具体的

な理由の整理 

     ＜法５条６号柱書きの観点＞ 

    ａ 補充理由説明書の（２）のア～エの事情があるため，刑事施設

における医師の確保に困難を来している状況にある。 

    ｂ 医師の氏名を開示すれば被収容者等から不当な圧力を受けるこ

とから，医師の確保が更に困難になる。 

      よって，法５条６号柱書きの不開示情報に該当する，旨との主

張をしている。 

     ＜法５条４号の観点＞ 

    ｃ 上記ａ，ｂのその結果として適正な医療措置が遂行できず死亡

事故等を起こす。 

      その死亡事故等を原因とした暴動が被収容者から起こされる。

又はその危険を高める。よって，法５条４号に該当する，旨との

主張をしている。 

     ＜法５条１号ただし書イの観点＞ 

    ｄ 平成２９年版の国立印刷局編「職員録」に，特定刑事施設Ａの

医務部長の氏名を掲載していない。 

よって，法５条１号ただし書きイに該当しない，旨との主張をし

ている。これらについて，以下，順にすべて反論します。 
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（イ）（ア）のａの主張への反論 

   補充理由説明書では，同書面の（２）のア～エの事情があるとし

ていますが，そもそも本件不開示で問題とされている部分，文脈，

範囲及び補充理由説明書で対象とされている人物はいずれも，全国

すべての刑事施設なのではなくて，「特定刑事施設Ａのみ」に限定

している上，その中でもさらに，新人を含めた医師全員ではなくて，

医務課の最高権力者でトップのポストにある「医務部長１名のみ」

（定員も１名）に限定した文脈の不開示が問題とされているもので

す。 

   それなのに，法務省の補充理由説明書の主張は，本件の文脈に沿

った説明が全くできておらず，本件とは因果関係のない範囲までを

広く一緒くたに含めて，一般的抽象的で漠然としたことしか述べら

れていません。 

   またそのうえ，平成２８年度までは開示されていて支障がなかっ

た中で，どうして平成２９年度になってから急に不開示とされなく

てはならなかったのかの必然性，すなわち「「平成２８年度までと，

平成２９年度とを比べて」個別具体的な事情の変化が特段ないにも

関わらず不開示部分だけ著しく増大するのはおかしいのではない

か」という最大の論点の１つについても，一切の説明ができていな

いのです。 

   これらの指摘は２０１７年１１月１５日付け意見書１でも再三述

べているにも関わらず，その後も一切改善されていない以上，もは

や意図的，故意に論点ずらしを目論んでいるといわざるをえません。 

   さらに個別に見てみると， 

  ａ 「医師の待遇が民間より劣る場合が少なくない」とする補充理

由説明書の（２）のアの点については， 

  （ａ）都会ではない過疎地などにおいては多少そのような場合があ

りうるかどうかわからないが，いずれにしても特定刑事施設Ａ

は特定場所Ｂにあります。過疎地を含めた民間の全国平均的な

待遇と比べて，「特定刑事施設Ａの医務部長の待遇」が劣るわ

けがなく，そんな事実は存在しません。それでも「劣ってい

る」と言い張るのであれば，客観的数値が入っている，過疎地

を含めた民間の全国平均的な待遇との比較データを，証拠とし

て示すべきです。さらには，平成２８年度の待遇と平成２９年

度の待遇に特段の変化はないので，このような理由をもって，

「平成２８年度は開示されていたものの，平成２９年度からは

不開示へと変更する必要性が高まった」という説明は成立しま

せん。なぜ，平成２８年度は開示されていたのに，平成２９年
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度を不開示としなければならなくなったのかの説明には全くな

っていないのです。 

  （ｂ）医師それぞれの経験，知識，技術，管理能力は，見習いや新

人クラスの医師と，いわゆるベテランで管理職クラスの医師と

では，大きな差異があるところ，新人クラスの医師においては

多少劣る場合がありうるかどうかはわからないが，他方，医務

課の最高権力者であり，定員も１名しかない名誉あるポストの

管理職「医務部長」についてまで，その待遇が，過疎地を含め

た民間の平均的な待遇よりも劣るわけがなく，上記（ａ）で述

べたこともあいまって考えればなおさら，そんな事実は存在し

ません。法務省の主張はことごとく，因果関係がない範囲まで

極大に話を広げて文脈をずらし，目くらましをして，錯覚させ

ようとしてばかりです。 

  （ｃ）さらには，比較的人格識見が未熟な見習いや新人クラスの医

師はともかく，最高権力者のトップのポストである「医務部

長」の人選においては，経験・知識のみならず，医者としての

情熱，高度の使命感に優れている者の中から選定されるのは当

然であるから，人の生命・健康を守ることに高度のやりがい，

使命を抱いている「医務部長」候補クラスにおいては，そんな

下世話なレベルの話，すなわち多少の待遇が劣ることが仮にあ

ったところで，そんなことが勤務をためらう理由となるはずが

ないのです。かかる法務省の主張はそれ自体が医師としてのプ

ライド，尊厳を傷つけ，医師に対する侮辱，裏切りの発言であ

り，法務省自らが，そうやって医師の信頼関係を損なっている

というほかなく，あまりにも真義に反して失礼です。もし本当

に，医師の確保に困難を来しているのなら，それは待遇が原因

なのではなく，法務省自身のこのような侮辱的な態度が医師に

伝わることが原因です。公式な書類上で，こんなひどい主張を

するとは信じられず，決してこんな主張は採用しないよう，強

く希望いたします。 

  （ｄ）特定刑事施設Ａの医務部長のポスト定員は「１名」のみであ

り，「１名を確保できればよい」ものです。そうすると，百歩

ゆずり，待遇が劣ることを理由に辞退する者が幾ばくか出てし

まったと仮定してみましょう。しかしその場合でも「全員が辞

退」しているのではなくて「幾ばくかのみ，辞退者もいた」に

すぎないのですから，結局のところ，結論として「定員１名の

確保」ができることに変わりはありません。要するに，因果関

係が不成立であり，何も関係がありません。 
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  （ｅ）そしてそれ以前の話として，そもそも，待遇改善を民間に比

べて同等レベルまで進めてすらいないのは，本来的に法務省自

身の怠慢であり，「自己の怠慢」を，知る権利という国民の人

権・権利を制限する理由，すなわち「不開示を正当化する理

由」にすえて，自己の怠慢を人権侵害に利用するというのは，

話の論理が倒錯しており，これでは「泥棒が居座って，住んで

いる人を説教する」という構図が倒錯しているのと同様，いや

それを意図的に持ち出して利用しているという意味ではより一

層めちゃめちゃな主張の構図です。もし，こんな主張を許容し

てしまえば，「不当な不開示をする」という，不当な目的のた

めにもあえて待遇改善に本腰を入れない，などという不当なも

くろみを助長することにもなってしまい，認められません。 

 ｂ 「医師の充足率が低い地域や交通の便が悪い場所に施設が立

地していることが多い」とする補充意見書（下記第３の２を指

す。）の（２）イの点については， 

  （ａ）特定刑事施設Ａの所在地は特定場所Ｂであるから，これを理

由として「特定刑事施設Ａの医務部長の確保が困難になる」こ

とは一切ありません。 

  （ｂ）特定刑事施設Ａより立地が悪い民間の病院で，医師の確保が

できているケースは，山のように幾らでもあるので，この意味

からも，そもそもこの主張は大失当です。 

  （ｃ）立地条件は，平成２８年度と平成２９年度とでは完全に同一

であるから，「なぜ平成２８年度は開示されていたのに，平成

２９年度では不開示へと変更せざるを得なくなったのか」とい

う必然性，比較の観点からの理由が一切できていません。 

ｃ 「患者の症例の種類が限定されているため，自己の医療技術

の維持が困難な面がある」とする補充理由説明書の（２）ウの

点については， 

  （ａ）まず「患者の症例の種類が限定されている」という主張は全

くのでたらめであり事実に反します。特定刑事施設Ａには，開

庁日（平日）には，１日も欠かさず毎日，新しく入所する被収

容者が，社会から永久に入り続けているため，入所する直前ま

では社会生活を営んでいたのであるから，社会と同割合で，病

気や症例の発生があるのです。したがって，社会と比べて特段，

症例の種類が限定されるわけではありません。もっとも，全国

の病院のほとんどは（大学病院や大病院以外は），それぞれの

技術・知識・設備等の限界があるため，多かれ少なかれ患者の

症例の種類が限定されているので，そういう話をするのであれ
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ば特定刑事施設Ａも同様かもしれませんが，いずれにしても大

半の社会にある病院との比較において，特段の差異はありませ

ん。 

  （ｂ）また，現代の医療は，仕組みの骨格として，内科・外科・精

神科等々，「科」によってわかれており，自分の専門とする科

の医療技術の維持さえできれば困りません。そこで特定刑事施

設Ａの実際を見てみると，内科なら内科の，外科なら外科の専

門の医師が民間の病院に常勤しながらそこで医療技術の維持向

上をした上で，せいぜい１ヶ月１回ほど特定刑事施設Ａに出向

して非常勤として医療を行っているのであり，特段すべきほど

の，「医療技術の維持の困難」はありません。とりわけ特定場

所Ｂにある特定刑事施設Ａに来る医師は，殆どが東京の病院に

常勤しており，最先端の医療技術に触れる機会が大きいもので

す。 

  （ｃ）それに，そもそも「医務部長」というのは，「内科」だとか

「外科」だとかの特定の科の現場で医療をする立場ではなく，

いわば，医務課の全体を統括する管理職，事務方のトップとし

ての調整や戦略立案などのまとめ役，仕切り役をする立場のポ

ストであり，特定の「科」の医療技術の維持をする必要性は，

基本的にありません。患者を直接診療する，現場に出る医師と，

病院の理事長・院長とでは，役割がそもそも大きく異なるので，

一緒くたに論じるのは乱暴であり，無意味です。 

  （ｄ）なお，それでも医療の最先端についていきたい意欲がある場

合においても，現代は医療もインターネットの時代であり，医

学論文や医療技術の画像を含めて，パソコン１台あれば，どこ

に居ても得られる時代ですから，特定刑事施設Ａに勤務しても

支障は，さほど生じません。医者というのは元々エリート職で

あり，「できない理由探し」ばかりする者はそもそも医者にな

れていません。工夫をして，「できる方法」をほとんどの医者

は探す者ばかりです。 

ｄ 「患者である被収容者には，詐病をする者，薬の処方を強要

する者，ささいな事項で取り上げて国家賠償請求等を提起する

者が少なくない」とする補充理由説明書の（２）のエの点につ

いては， 

（ａ）「詐病をする者，薬の処方を強要する者，訴訟その他の不

服申立てをする者」というのは，社会においても，刑事施設

においても，その他どのような施設においても一定程度は必

ずいるのであり，その発生率，発生割合の比較をしても，特
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段，刑事施設内が社会より優位に多い，というデータも事実

もありません。それどころか，かえって，刑事施設内では，

警備をする立会い職員及び，録音録画ビデオカメラ及び「願

せん」と呼ばれる書類の仕様による証拠が残ることなど，あ

らゆる規制がはりめぐらされているため，そのような事案の

発生は極めて抑止され，むしろ割合としては少ないとすらい

えるのです。社会こそ，法律上拘束理由がないとして野放し

にされている不当な行為，クレーマ－的行為を繰り返す者，

異常性格者による執拗な困った行為に悩まされている病院は，

はるかに多くあると考えるのが自然です。したがって，かか

る事情・理由を懸念して，刑事施設より社会の病院を選ぶ，

ということは理論上も実際上もありえません。それでも主張

を維持したいのであれば，民間の病院との発生率の比較デー

タを証拠として提出すべきです。 

（ｂ）「詐病や薬の処方を強要するという行為」は，その行為そ

れ自体が，何かしらの病気や異常発生の現れである，とする

見方を，優れた医師の多くはします。また，そういう行為を

する患者が一定程度は必ず存在することは，医師免許をもっ

ている者なら誰でも知っており，医師として避けられないこ

とだと「全員が」受けとめているものです。その程度のこと

で，医療に従事するのをためらう者などいません。そもそも，

法務省の補充理由説明は，全体として，ことごとく医師の尊

厳やプライドを踏みにじって，あまりにも不当に「下」に見

すぎており，医師全体に対して本当に失礼すぎます。 

（ｃ）「ささいな事項で取り上げて国家賠償請求等を提起する者

が少なくない」とする点については，審査請求人としても，

「提訴・その他法に基づく各種不服申立て」（以下「提訴

等」という。）の権利を濫用する不当な提訴等までは擁護し

ていません。そこで，過去数十年にわたっての具体的な事実

関係を確認したところ，「特定刑事施設Ａの医務部長を被告

とした提訴」及び「特定刑事施設Ａにおける医療を問題とし

た提訴等」について訴権の濫用（不当な提訴）が認定された

確定判決は，たったの１件たりとも存在しませんでした。も

ちろん，平成２８年度までの数十年でもゼロ件，平成２９年

度でもゼロ件であり，「ゼロ件」というのは同じなのですか

ら「具体的な事実関係の変化が平成２８年度にあったので，

平成２８年度まで開示していたが，平成２９年度は不開示へ

と変更すべき必然性が生じた」などとする主張が一切成り立
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たないのは，言うまでもないことです。 

（ｄ）なお，上記（ｃ）の点について念のため述べると，まさか，

憲法・関係法令に認められた正当な権利行使をしているだけ

にもかかわらず「ささいな」などとレッテルを貼って，反社

会的行為視・不当行為視をするなどということは，人権を積

極的に擁護する使命・責務がある法務省がするわけがないと

信じたいのですが，仮に，訴権の濫用（不当な訴訟）と認定

されていない提訴等，すなわち，正当な権利行使について，

それを不当行為視というのか迷惑視をしている趣旨なのであ

れば，到底認められません。国民の各種の人権・権利利益の

みならず，自由，人権，民主主義というわが国の最高の価値

とするものを実効的に担保するための，より上位の権利（す

べての権利や価値を守るための，上位的権利）が「裁判を受

ける権利」なのですから，正当な権利行使をしたという，た

ったそれだけのことを，ことさらに取り上げて「不開示」と

いう人権・権利を制限することへ利用するのは，公務員，行

政組織の在り方として絶対に認められない手法です。まして

や人権擁護が使命の法務省が，最も根幹の裁判を受ける権利

を迷惑視するなど，なにをかいわんやです。「ささいな」な

どという評価は，加害者・被告サイドの立場だけから見た一

方的で，しかも主観的な形容詞に過ぎず，被害者からは，決

して「ささい」ではないからこそ，金銭的・時間的・労力

的・精神的に割が合わないのがわかっていてもやむなく提訴

をしているのに，これに対する想像力の欠如は，言葉を失い

ます。「ささいな」か「重大な」なのかは，利害のある当事

者ではなく，中立な立場の裁判所が判示認定する事柄であり，

一方的に加害者が決めつけていいことではありません。 

（ｅ）さらには，法務省の表現でいうところの「ささいな」事項

で提訴等をするのは，社会・民間の病院でも同様に発生して

おり，その発生率が，民間よりも刑事施設が有意に多い，と

するデータも事実も一切存在しません。したがって，これを

理由にして「民間よりも，刑事施設内の勤務の条件が劣る」

とは全くいえないのです。そればかりか，民間の病院では，

その「ささいな」提訴への応訴は病院の自己負担であり，病

院経営上，多大なリスクとなっており，下手をすると，いつ

潰れてもおかしくないし，実際に，それが原因で潰れた病院

も少なくないので，医師としても職場の病院がいつ潰れるか

不安定な状態に置かれているが，他方，特定刑事施設Ａでは，
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応訴の負担は，全額国が支出しており，税金を原資とする国

は潰れないので勤務先たる特定刑事施設Ａが潰れるおそれも

ないのです。定年まで，絶対的な最高度に安全な安定生活が

実質として保障されているし，その安心感は何ものにもかえ

られないほど魅力があるのです。そもそも論として，補充理

由説明書は全体として，片面的に断定しすぎなのです。なに

ごとにも，魅力的な面と，その反対な面が混在しており，そ

れらを比較考量してトータルで考えるのが人間社会の在り方

なのに，魅力がある部分を全部無視して，すべて難クセばか

りつけ「その比較考量の検討」というのが，抜け落ちていま

す。 

（ウ）（ア）のｂの主張への反論 

「医師の氏名を開示すれば，被収容者等から不当な圧力・攻撃等

を受けることから，医師の確保がさらに困難になる」とする法務省

の主張について，以下，反論します。 

     ａ 「医師全員の氏名が開示されるべきだ」と主張しているのでは

なく，「医務部長１名をのぞき，それ以外の医師の氏名は不開

示のままでも問題はない」という話をしており，すなわち「医

務部長１名のみ」の氏名だけの開示のみを求めているだけなの

ですから，医師の確保がさらに困難になるわけがないし，医師

全体の定員充足にも一切支障を及ぼさないのは誰にでもわかる

ことです。 

     ｂ そこで「医務部長１名」という，本件の対象・文脈に即して話

をすすめると，医務部長１名の氏名が平成２８年度までは一貫

してずっと開示されてきたところ，その状態の中で医務部長ポ

ストが空席となる事態も，なりそうな現実的な危機も一切生じ

ていないので，氏名を不開示にしなくても，「医務部長のなり

手が見つからない」おそれはありませんから，全く，不開示を

正当化する理由になっていません。 

     ｃ また，民間でいうところの病院の理事長・院長と同クラスのポ

ストであり，最高権力者でトップのポストである医務部長の氏

名が問題とされている以上，民間の在り方を見てみると，病院

の理事長・院長クラスにおいて民間で「氏名不開示」すなわち

匿名で勤務している医師は，一人も存在しませんでした。これ

は常識的なことでもあります。もちろん，氏名を開示していれ

ば，民間でも，患者やその家族，関係者から，その医師や医師

の家族に対して不当な圧力等を受ける事案は，一定程度必ず生

じています。これは，民間であれ，刑事施設であれ，同じ発生
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率で発生しているのです。決して，刑事施設の発生率が民間と

比べて有意に高いというデータも事実もないのです。つまると

ころ，それは刑事施設特有の問題ではないし，民間で氏名を公

表してそれら不当な圧力等を受けても医師を続けているのであ

るから，特段，民間と比べて，条件が劣ることにはなりません。

むしろ，民間では，そのほとんどにおいて，現場一人一人の医

師の氏名も公表しており，それでも，一定程度発生する不当な

圧力等を受けても，勤務に支障は生じていないのです。そのよ

うな社会の中で，人の生命，健康に直結する医療の「医務」に

おける最高権力者の氏名（１名のみ）すら開示しないというの

は，時代錯誤も甚だしく，患者の権利を踏みにじる感性としか

言いようがありません。 

ｄ そしてそもそも，正当な権利である提訴等をすれば，ほどなく

して，被告の氏名は，提訴者に知られるし，それは，民主主義を

価値とするわが国では当然であり，かつ絶対に必要なことです。

結局，情報公開請求で不開示としてみたところで「氏名を知られ

ないで通すこと」は不可能なのですから，不開示とする効果に乏

しいし，その必要性もないし，その合理性もありません。まして

や，「不当な」圧力・攻撃等をたくらむ者であればなおさらのこ

と，その程度のことはすぐ最初に思いつく手段であり，結局，不

開示としてもその目的は達成されません。 

ｅ しかも，無意味というだけならまだしも，著しく有害です。２，

３例をあげれば，２０１２年２月に特定刑事施設Ｃで医療過誤で

受刑者を死亡させた事案，２００７年に特定刑事施設Ｄの特定医

務課長による故意による受刑者たちの大量虐待事件，特定刑事施

設Ｅでの医療過誤で受刑者を死亡させた事件（特定年月日特定地

裁判決）など，実際に人の生命，健康に取り返しのつかない過ち

を繰り返し続け，一向に終わることがありません。もちろんここ

に挙げたのは氷山の一角にすぎず，日常的に被収容者らは，生

命・健康への医師による危害，過ちに直面し続けているのです。

このような深刻なことが終わりなく続いているという状況におい

ては，なおさらのこと，医務課のトップの氏名の公表を怠れば，

違法な職務の存在及びその問題点を一般人の目から隠し，問題の

解決を更にこんなにすることにしかなりません。公表の意義とは，

社会的，公共的な見地から，行政（刑事施設内での医療を含む）

を担う公務員の活動を国民に説明する責務が全うされるようにす

るとともに，国民の的確な理解と批判の下にある公正で民主的な

行政の推進に資することであり，極めて多人数の被収容者の生
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命・健康に直結する医務部において，その透明性確保の要請は，

特に強く働くべきです。あらゆる観点をすべて無視して過保護に

すればいいということではなく，広く一般の批判にさらすことで，

運用に健全な緊張感を持たせて，不適切な行為をけん制すること

は，絶対的に必要です。ましてや，人の命にかかわる医療のこと

で，取り返しがつかない性質の，最高権力者であれば，なおさら

です。それに医療を受ける被収容者の視点からも一度よく考えて

ください。自分を看てくれる，医療判断をしてくれる医師の氏名

すら全く知ることができない，こんなバカな話がどこの世界にあ

るでしょうか。医療倫理，患者の権利保護の視点が，ことごとく

欠落してしまっており，実際にも刑事施設内の医療過誤死亡事件

が後を絶たずいつまでも続出しているのですから，最低限として，

トップの最高権力者の氏名は公開するのは当然の責務です。別に，

住所を公開しろと言っているわけではないので，医務部長の家族

に危害が及ぶことも何もありません。 

（エ）（ア）のｃの主張への反論 

「上記ａ，ｂのその結果として適正な医療措置が遂行できず死亡

事故等を起こす。その死亡事故等を原因とした暴動が被収容者から

起こされる，又はその危険を高める」とする法務省の主張について，

以下，反論します。 

上述して具体的に説明したとおり，「上記のａ，ｂ」とする点に

ついては，ことごとく， 

ａ その法務省が主張する事実それ自体が，そもそも存在してい

ません。あるいは，特定刑事施設Ａの医務部長には何ら当ては

まっていません。 

 ｂ 仮にその事実が存在している部分においても，結局のところ，

民間と，刑事施設との比較の観点において，特段するほどに有

意な，各件的な開きはありません。むしろ，刑事施設のほうが，

かえって魅力的な面すらあります。 

 ｃ 仮にその事実が存在している部分においても，結局のところ，

平成２８年度までと，平成２９年度とでは，それらの事実関係

に特段の大きな変化はありません。したがって，「平成２８年

度までは開示してきたが，その前提となる個別具体的な事実関

係に大きな変化が生じたので，平成２９年度では不開示へと変

更しなくてはならなくなった」という主張は成立する余地が全

くありません。すなわち，平成２８年度と平成２９年度との比

較の観点における，変更の正当な理由は何もないのです。 

 ｄ 「前提事実」と「医師の確保が困難になる」こととの因果関



 

 20 

係がなく，誇大妄想的なほど針小棒大にこじつけてばかりです。

その証しに，数値の入った客観的比較データが１つもなく，そ

れどころか事実の存在を示す（数値なしの）証拠すら１つも出

せず，すべて一方的に根拠のない決めつけ，イメージ操作に終

始しています。 

   このように，「（ア）のｃの主張」を根底で支える前提部分

である「（ア）のａ，ｂ」が，様々な観点からことごとく失当

であるので，「（ア）のｃの主張」は全て成立しないのです。 

ｅ さらに補足すると「暴動発生を防ぐ対策」という事柄は，本

質的に「医療」とは無関係に，医療云々とかにかかわらず，刑

事施設の存立の基盤という位置付けの問題であり，全くの別問

題です。十分な余力をもって暴動発生を防ぐ対策を講じるのは，

医務がどうだから，こうだからという事柄に左右されずそれと

は無関係にそれはそれとして別途責務として全うすべき事項で

す。医療と，こじつけて，くっつけるのは，本来的に筋違いで

あり，ましてや「医務部長１名のみの氏名の開示不開示」にま

で利用するのは，論理が飛躍しすぎて破綻しています。 

ｆ なお，暴動それ自体を肯定することはできないものの，死亡

事故がいつまでも起こり続けたり，意図的かつ大量の受刑者に

対する虐待行為が繰り返され続けていれば，それは単なるワガ

ママとは異なり，医師の側に多大な落ち度が認められる以上，

それなりの一応の原因を医師の側が作ったことになるはずです。

このような医師側に人の生命を奪うような死亡事故等，重大な

落ち度があるケースにまで，「それを持ち出して，更に，人権

侵害（不開示）に利用する」という主張方法は，理論が転倒し

て倒錯しており，到底認められません。「自己の落ち度」を利

用して「自己の氏名をかくす」ことに利用し，正当化する，と

いう手口は，著しく正義に反します。 

（オ）（ア）のｄの主張への反論 

  「平成２９年版の国立印刷局編「職員録」に，特定刑事施設Ａ

の医務部長の氏名を掲載していない」とする法務省の主張に対する

反論について 

ａ 「掲載していない」とする主張を否認します。真実本当に掲

載していない部分があるのだと言い張るのなら，当該部分を，

証拠として提出することを求めます。証拠もないのに認めるこ

とはできません。 

  ｂ 仮に，掲載していないという事実があるとしても，その一事の

みをもって（それ以外の歴史的経緯，その他を一切すべて無視し
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て）ただちに「法５条１号ただし書イに該当しない」と断定・決

定するのは，物事のあるべき筋道に照らして，理不尽，不合理，

不正義であり認められません。「医務部長の氏名が掲載されてき

たこと」という歴史的事実の積み重ねは，「職員録」及びそれと

性格を同じくする記録公表が始まってから，一貫して積み重ねら

れてきた慣行があるのであり，その「歴史的事実」，「歴史的慣

行の積み重ね」をも考慮したうえで，該当性はバランスの中で判

断されなくてはいけません。そうでなければ，「慣行」という語

の意味が，意味をなさなくなってしまい，「職員録への掲載」を

いじるという小手先の操作をすれば，極端にいえば，無制限，無

際限に，幾らでも自由自在に不開示を「いきなり」増やせること

になり果てます。「慣行」というのは，開示不開示を決定する人

の，その日の気分や，好き嫌いなどの気まぐれで自由自在に勝手

なことをしてもいい，という意味ではありません。しかし，「職

員録」だけを根拠としてその他を一切無視してもいいとなれば，

手順として，①まず先に職員録で，自由自在に好きなように不開

示とし，②その後になってから「職員録では氏名を掲載していな

い」ことのみを示し，それのみを理由にして，不開示にて不正な

操作をすることができてしまい，そのような不当な手口を認めて

しまうことになります。もはやこのような手口では「慣行」とい

う言葉は無意味になり，骨抜きが自由自在にできてしまうのです。

また，新人クラスや一般職員の氏名公表の必要性の度合いと，各

部署の最高権力者は，人の生命に直接かかわる部門のトップの責

任者の氏名公表の必要性の度合いでは，差があるのは当然なのに，

医務以外の「部長職」はすべて氏名公表されている中で「医務部

長」だけは，えこひいきをしてもいい，という，気まぐれなこと

が自由自在にできてしまい，もはや，法則性，規則性，慣行によ

る事実上の拘束力は，すべてなくなってしまい，誰が考えてもこ

れではおかしいでしょう。国民一般が，こんなでたらめに理解を

するわけがありません。医務部長が長年公表され続けてきた歴史

的事実の積み重ねの重みは，「慣行」というほかなく，この点を

無視してトータルで判断すれば，法５条１号ただし書イに該当す

ると認定すべきです。最高権力者・最高責任者はその権限責任に

比して氏名公表をされるのは，民主主義国家として当然の慣行で

あり，「職員録」を先にいじる，という小手先の操作さえすれば，

人の生命に直結する最高責任者の氏名が公開されない慣行になり

果てるというのは，いかにもすわりの悪い，おかしなごまかしで

す。 
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イ 本件全体についての，理論的，構造的な観点 

 本件全体（医務部長だけでなく，本件で不開示とされている全て

の氏名）について，様々な理論的，構造的な問題があるので，以下，

順にその観点から述べていきます。 

 （ア）平等原理・比例原則違反の観点 

平成２８年度まではずっと開示されてきたのに，特段の環境の変

化もないにもかかわらず，いきなり大幅にほとんどを不開示とする

のは，各年度との均衡を著しく失し，平等な原理に違反しています。 

また，「部長職」は平成２９年度においてもすべて開示が維持さ

れている中，同じ部長職である「医務部長」１人だけを，えこひい

きして差別的に取り扱うことは，誰の目から見ても一見して平等原

理違反であり，とりわけ医務部門という人の生命をあずかるトップ

が不開示とされるのは比例原則の観点からも絶対に認められません。 

（イ）善（道徳）・公序良俗違反の観点 

  ａ 医師の待遇を民間平均まで向上させることは，本来的に法務省

自身の責任であるのに，この近代に入って，２１世紀に入って，

もはや平成も終わるというのに長い年月があったにもかかわらず

「医師の待遇が民間より劣る」状況を放置してきたのは，ひとえ

に法務省自身の怠慢であるのに，自己の怠慢を，開示を免れるた

めの積極的な理由に利用することは，信義則に反し，係る主張は

認められません。 

 ｂ 刑事施設内の医療は「医務部長」１名だけで担っているので

はなく，数十～数百人の医師がチームとして組織的に行ってい

るうえ，医務部長が現場で直接的な医療行為をすることは原則

としてない立場にあります。これらの実態に留意すれば，医療

過誤による死亡事故というのは，（医務部長１名の人員の問題

ではなく）医療ミスをした医師の責任であり，また故意な虐待

も当然，加害者本人の責任であるところ，それら自己の落ち度

を，開示を免れるための積極的な理由に利用することは，信義

則に反し，かかる主張は認められません。 

 ｃ 暴動を絶対的に防ぐほど強力な未然の対策を講じることは，

そもそも別個の問題であり，各施設の責務であるところ，この

ような全く別個の問題，ましてや自己の責任を果たしていれば

済むような事柄を，開示を免れるための積極的な理由に利用す

ることは，信義則に反し，かかる主張は認められません。 

ｄ 人命をあずかり，人命に直結する最高権力者・トップの氏名が，

国民の目にも触れず，それどころか患者本人でさえ知ることがで

きないという在り方は，民主主義国家の理念上，また医師倫理に
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も違反し，さらに患者の知る権利，自己決定権等をすべてないが

しろにしており，公序良俗違反であり，認められません。 

ｅ 職員録への氏名の掲載部分を，前提となる環境の変化が特段な

いのにいきなり大幅に変更し，それを唯一の理由として「法５条

１号ただし書イに該当しない」旨と主張するのは，形式上・表面

上適法をよそおっているだけの話であり，実質的相対的違法です。

脱法的な手法で法を潜脱してする変更の手口は不当であり，公序

良俗に違反しています。 

（ウ）基本的権利の侵害の観点 

 ａ そもそも，民間でいう課長級以上は特に管理職という，絶大

な権力を持っている立場です。刑事施設においては特に，人権

侵害が日本中のどこよりも最も多発しているのであり，特に配

慮が強く求められます。民主主義，国民主権の理念から，国民

が知り，チェックをし，チェックをすることが職務忠実義務を

実効たらしめているという，そもそも本来の理念，目的に立て

ば，不開示部分はすべて，特に課長級以上はなおさら絶対的に

開示する必要性があります。国民主権への侵害という観点を大

切にすべきです。 

ｂ 平成２８年度まで毎年ずっと開示されて積み重ねられていたと

いう事実，「歴史の累積」それ自体で，幹部職員の氏名は，それ

を「知る権利」にまで性質が高まって定着しているというほかあ

りません。そう解さなければ，「慣行」とか「歴史的累積」とい

うものは，言葉あそびとなり，無意味となってしまい，不条理で

す。前提の環境に特筆するほどの変化が生じた場合はともかく，

それがないのに好き勝手に不開示を無際限に拡大できるのでは，

法的安定性，期待権がすべて損なわれてしまいます。 

ｃ 患者本人ですら，責任者の氏名を知れないというのは患者固有

の権利侵害であるし，刑事収容施設法６３条で，被収容者が指名

して，施設外の診療を受けることを申請できる権利があります。

この申請をするか否かの判断材料の主要な１つとして，医務部長

の氏名を知ることは特段，重要です。（その氏名を，自己の知人

である医師等に示して，評判を調べるなどして，自己の命をあず

けられるか検討する。）これらは，患者固有の知る権利，自己決

定件及びそのために判断に必要な情報にアクセスする権利であり，

これらは生命にかかわる性質のことなのですから（生命は取り返

しがつかないので），絶対に軽視してはいけません。 

（エ）事実・因果関係・エビデンスの不存在と，予測の不合理性の観点 

意見書１及び意見書２で再三述べてきたとおり，法務省が「あ
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る」と主張する事実はそれ自体が存在しません。また，本件不開示

とされた者らには，その指摘はあたりません。 

そして，「前提事実」と「その結果生じるとする事態」との間の

因果関係がありません。法務省が述べている理屈は，「風が吹けば

桶屋が儲かる」とか「日本で，ちょうちょが羽ばたけば，アメリカ

でハリケーンが起こる」的な，非科学的な主張ばかりです。公的な

発言の場で「因果関係を述べる場合の言葉の意味は，直接的な因果

関係，相当因果関係のことを指してはなすべきものです。 

事実の存在も，民間との比較，平成２８年度までとの比較，事実

とそれによる障害発生との因果関係の度合い，これらすべてについ

て，法務省は，それを立証する証拠資料，数値データを，一切出し

ておらず，個人的な主観に基づいているため，予測が全く合理性を

欠いています。つまり，事実や，障害発生を過剰に予測しているの

ですが，その原因は，予測する際の「基礎調査」が「客観性，実証

性を欠いているため，重要な事実の起訴を欠いていて，現状を正し

く認識していなく，将来を的確に見通せていない（あるいは意図的

に見通さない）」ということにあります。このような内容・在り方

は幾多の判例でも違法であると，認定されています。（最判平１８．

９．４判時１９４８号２６頁，大阪地判平１８．３．３０判タ１２

３０号１１５頁，東京高判昭４８．７．１３判時７１０号２３頁，

東京高判平１７．１２．８ＬＥＸ／ＤＢ文献番号２８１３１６０８，

その他多数。） 

法務省の主張は，刷り込み，偏見に基づく思い込み，及び，強弁

をして架空の事実を並べたうえで危険をあおるイメージ操作をして

いるにすぎず，調査の合理性が全く認められないのです。審査会の

皆様におかれましては，くれぐれも「証拠」「客観的データ」「比

較エビデンス」として提出されていないものを「ある」と，断定し

ないでもらいたく，強く要望いたします。 

（オ）社会通念妥当性を欠いている観点 

これまで述べてきた様々な点を社会通念違反かどうかの観点から

見てみると，結局，「考慮すべき事項を考慮せず，考慮すべきでな

いことを重視している」のであり，また「重要な事実を誤認してお

り」，さらには「事実の基礎を欠くか事実の評価が明白に合理性を

欠いており」，よってことごとく社会通念に照らして著しく妥当性

を欠いており，本件不開示部分すべては認められない，というほか

ありません。 

具体的には，民間より魅力的があり，そのことも含めてトータル

で考慮すべきなのに一方的すぎる点，考慮すべきでない自らの落ち
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度や怠慢を，開示を免れるための目的に積極的に利用することを含

め，前述したことの繰り返しを避けますが，ありとあらゆる社会通

念違反に満ちあふれています。 

また，行政心理学，官僚心理学からの不正義心理の観点からも考

慮しなければならないのに，この視点も一切ありません。すなわち，

行政は個別の法律ごとにその失効について委任を受けているわけで

なく，法全体の奉仕者として，善良な受託者の管理義務に基づいて

法律を誠実に執行すべきと，憲法７３条１項１号で定められていま

す。しかし，行政組織は，特定の個別法や組織の下位目的に対する

一体化行動をする傾向が極めて強く，各省，各局，各部，各課，各

係等の組織の下位部門の価値・目的に対する一体化行動をする組織

行動の病理現象のあらわれが，本件で，いきなり不開示部分をほぼ

全面に拡大したものであること。要するに，憲法上の目的や価値を

無視しても，自己の所属する組織の下位目的のみを優先し，それよ

り上位の目的・価値をすべて無視する視野の狭い決定をしたのが，

本件の原因であるのに，そのような観点があるのではないかとの検

討自体，全くできていません。本件は，行政心理の病理現象であり，

被収容者の人名，人権，憲法上の目的，価値を無視した極めて視野

の狭い，局所的観点のみに固執した取扱いとなってしまっているの

です。この観点を真剣に考慮すれば，社会通念妥当性に欠けている

ことは，誰の目からも明白です。 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

１ 理由説明書 

（１）本件審査請求は，審査請求人が処分庁に対し，行政文書開示請求書に

より開示請求を行い，処分庁が，平成２９年５月１５日付け行政文書開

示決定通知書をもって開示決定を行った（原処分）行政文書（別紙に掲

げる文書１ないし文書９）のうち，「特定刑事施設Ａ組織図（平成２９

年４月１日現在）」（特定刑事施設Ａ保有）（本件対象文書）につい

て，一部を不開示としたことに対するものであり，審査請求人は，過去

に「特定刑事施設Ａ組織図（平成２８年４月１日現在）」等の開示を受

けてきた（以下「過去開示文書」という。）が，過去開示文書と本件対

象文書の不開示理由は同様であるにもかかわらず，過去開示文書と比較

して，本件対象文書の不開示部分が増加しているのは不当であると主張

し，当該不開示部分の開示を求めていることから，以下，当該不開示部

分の不開示情報該当性等について検討する。 

（２）不開示情報該当性について 

    本件対象文書には，特定刑事施設Ａに勤務する職員の氏名が不開示と

されているところ，刑事施設においては，被収容者が，収容中の処遇等
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に対する不満ゆえに，特定の職員やその家族に対し，釈放後の報復をほ

のめかすような事案や，そのために職員の氏名を教えるよう執ように要

求するような事案が多々見受けられ，こうした状況において，刑事施設

で勤務する職員の氏名を開示することとした場合，被収容者又はその関

係者等から当該職員又はその家族に対し，不当な圧力や中傷，攻撃が加

えられるおそれは相当程度高い。 

   また，刑事施設では，各職員の覇気を高め，施設全体の高い士気を維

持することが，適正な被収容者処遇及び施設の管理運営上不可欠である

が，職員の氏名は，これを開示することにより，上記の攻撃等を懸念し

た職員が職務に消極的になるなどし，その結果，施設の士気の低下を招

き，ひいては，施設における適正な職務の遂行に支障が生ずるなど，法

５条６号の不開示情報に該当する。 

さらに，その結果として，保安事故や職員のろう絡事案等の異常事態

が発生するおそれを否定できず，公共の安全と秩序の維持に支障が生ず

るおそれがあることから，当該職員の氏名は，法５条４号に該当する。 

 一方，上記理由により不開示情報に該当するとしても，公表慣行が認

められる情報まで不開示とする必要性は乏しいと思料されるため，処分

庁においては，これまでの開示請求対応に当たり，該当文書に刑事施設

で勤務する職員の氏名等が記載されている場合は，当該文書が作成され

た時点において発刊されていた国立印刷局編「職員録」（以下「職員

録」という。）を確認し，当該職員録に当該職員と同一の職にある者の

氏名が掲載されている職にある者の氏名等については開示することとし

てきたのと同様，本件対象文書についても，本件対象文書が作成された

時点（平成２９年４月１日）において発刊されていた職員録（平成２９

年版）（平成２８年１２月２日発刊）に当該職員と同一の職にある者の

氏名が掲載されているか否かを確認し，掲載されている職にある者の氏

名については開示することとしたものである。 

（３）職員録の掲載内容の差異について 

   ところで，職員録（平成２９年版）と職員録（平成２８年版）以前の

職員録とでは，職員録の掲載内容が異なっている。具体的には，職員録

（平成２８年版）以前の職員録は，課長等相当職員（課長及び課長補佐

相当職を指す。以下同じ。）も掲載されていたところ，職員録（平成２

９年版）からは，課長等相当職員が掲載されていない。 

（４）職員録掲載情報を変更した理由について 

    矯正施設（特に刑事施設）において，課長等相当職員は，被収容者等

に対する実力行使の指揮命令，被収容者等に対する不利益事項の告知，

施設の措置に不満を有する被収容者等との面接などの業務を担ってお

り，被収容者等と直接対じする場面も多く，その際，職員本人又はその
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家族に対する危害を加える旨の脅迫を受けるなど，被収容者等から不当

な圧力等を加えられる事案も多々発生している状況にあることなどか

ら，氏名が公表されることにより，課長等相当職員が不当な圧力等を危

惧して職務遂行に消極的になったり，あるいはその結果として被収容者

からろう絡されるような事案が発生したりすることのないよう，職員録

（平成２９年版）からは，部長相当職以上の職員のみを掲載することと

変更したものである。 

  このような事情があり，平成２８年１２月１日以前に作成された過去

開示文書については，当該行政文書が作成された当時発刊されていた職

員録を参照し，課長等相当職の職員の氏名等も開示してきたものである

が，上記変更があったことにより，職員録（平成２９年版）の発刊日で

ある平成２８年１２月２日以降に作成された本件対象文書については，

部長相当職以上の職員のみ氏名を開示したものである。 

（５）以上のとおり，本件対象文書における不開示部分は，法５条４号及び

６号に該当することが明らかであり，また，本件対象文書と過去開示文

書との間の不開示情報該当性判断の差異についても，一定の基準に従っ

た合理的なものであると認められるため，原処分は，妥当である。 

２ 補充理由説明書 

（１）諮問庁として，当初の理由説明書において特定刑事施設Ａに勤務する

職員の氏名については，法５条４号及び６号に該当することから，不開

示相当である旨説明したところであるが，本件対象文書に記載する，医

務部長の氏名を不開示とする理由について，以下のとおり説明を補充す

る。 

（２）特定刑事施設Ａで勤務する医務部長の氏名について 

被収容者に対する医療は，身柄の拘禁を行う国として当然に負うべき

責務とされていることから，刑事施設では，被収容者の医療を当該施設

の医師が行い，必要な医療措置を講じているところであるが，医師が刑

事施設という特殊な環境の下で勤務することについては， 

ア 医師の待遇が民間より劣る場合が少なくないこと 

イ 医師の充足率が低い地域や交通の便が悪い場所に施設が立地してい

ることが多いこと 

ウ 患者の症例の種類が限定されているため，自己の医療技術の維持が

困難な面があること 

エ 患者である被収容者には，作業を免れたいなどの理由で詐病をする

者，薬の処方を強要する者，ささいな事項で取り上げて国家賠償請求

等を提起する者が少なくないこと 

  等の事情があり，刑事施設が，医師にとって魅力ある職場とはいい難い

実情があり，各刑事施設においては，医師の確保に多大な困難を来たし

ている状況にある。 
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また，刑事施設においては，被収容者が，収容中の処遇等に対する不

満ゆえに，特定の職員やその家族に対し，釈放後の報復をほのめかすよ

うな事案や，そのために職員の氏名を教えるよう執ように要求する事案

が多々見受けられるところ，こうした状況において，刑事施設で勤務す

る医師の氏名を開示することとした場合，被収容者又はその関係者等か

ら当該職員又はその家族に対し，不当な圧力や中傷，攻撃が加えられる

おそれが相当に高く，このような不当な圧力等を受けることを恐れる医

師が，刑事施設で勤務することをこれまで以上にためらい，その結果，

刑事施設における医師の確保が，更に困難なものになることは明らかで

ある。 

よって，被収容者に対する医療措置という国が負う責務を全うするこ

とが困難になり，施設における適正な医療事務の遂行に支障が生ずるお

それがあることから，当該医師の氏名は，法５条６号柱書きの不開示情

報に該当する。さらに，その結果として，適正な医療措置が遂行できな

いことによって，死亡事故等や適正な医療を受けられないことを不満と

する被収容者による暴動などが発生する，又はその発生の危険を高める

おそれがあり，刑の執行その他の公共の安全と秩序の維持に支障を生ず

るおそれがあることから，同条４号にも該当する。 

なお，特定刑事施設Ａにおいては，平成２９年版の職員録（平成２８

年１２月２日発刊）に当該職にある者の氏名を掲載していないことか

ら，当該医師の氏名は，法５条１号ただし書イに該当しないものと認め

られる。 

第４ 調査審議の経過 

当審査会は，本件諮問事件について，以下のとおり，調査審議を行った。 

   ① 平成２９年１０月１９日 諮問の受理 

   ② 同日          諮問庁から理由説明書を収受 

   ③ 同月３１日       審議 

   ④ 同年１１月２０日    審査請求人から意見書１を収受 

   ⑤ 平成３０年３月２６日  本件対象文書の見分及び審議 

   ⑥ 同年９月１０日     審議 

   ⑦ 同月２８日       諮問庁から補充理由説明書を収受 

   ⑧ 同年１０月１７日    審査請求人から意見書２を収受 

   ⑨ 同月２６日       審議 

第５ 審査会の判断の理由 

１ 本件対象文書について 

本件対象文書は，別紙に掲げる文書１であるところ，処分庁は，本件対

象文書について，その一部を法５条４号及び６号に該当するとして不開示

とする原処分を行った。 
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これに対し，審査請求人は，不開示とされている職員の氏名（以下「本

件不開示部分」という。なお，審査請求人は，審査請求書において，職員

の氏名のうち，主任クラスまでは開示すべきであるという趣旨の主張をす

るが，その具体的な範囲は必ずしも明確ではないので，不開示とされた職

員の氏名全部について開示を求めるものとして取り扱うこととする。）の

開示を求めているものと解されるところ，諮問庁は，原処分を妥当として

いることから，以下，本件対象文書の見分結果を踏まえ，本件不開示部分

の不開示情報該当性について検討する。 

 ２ 本件不開示部分の不開示情報該当性について 

 （１）本件不開示部分について 

本件対象文書には，特定刑事施設Ａに勤務する職員の官職及び氏名が

記載されているところ，そのうち，本件不開示部分は，課長相当職以下

の職員及び医務部長の氏名であると認められる。 

（２）課長相当職以下の職員の氏名について 

ア 諮問庁は，刑事施設においては，被収容者が，収容中の処遇等に対

する不満ゆえに，特定の職員やその家族に対し，釈放後の報復をほの

めかすような事案や，そのために職員の氏名を教えるよう執ように要

求するような事案が多々見受けられる旨説明するとともに，刑事施設

における課長等相当職員の置かれた状況等に関し，上記第３の１

（４）のとおり説明するところ，刑事施設で勤務する職員の職務の性

質等に鑑みると，これらの諮問庁の説明は首肯できるから，こうした

状況の下において，刑事施設で勤務する職員の氏名等を公にした場合，

被収容者又はその関係者等から当該職員又はその家族に対し，不当な

圧力や中傷，攻撃等が加えられるおそれは相当程度高くなる旨の諮問

庁の説明も，首肯できる。 

そして，当審査会事務局職員をして職員録を確認させたところ，不

開示とされた標記の職員の氏名は，いずれも職員録（平成２９年

版）に掲載されていないと認められる。 

イ なお，当審査会事務局職員をして平成２８年版及び平成２９年版の

各職員録を確認させたところ，職員録の掲載対象となる職員の範囲に

つき，上記第３の１（４）で諮問庁が説明するとおりの変更があった

ことは認められるところ，上記アのような事情に照らせば，平成２９

年版より前の職員録に課長等相当職員の氏名が掲載されていたからと

いって，上記アの結論が左右されるものではない。 

ウ 以上によれば，標記の不開示部分を公にすると，公共の安全と秩序

の維持に支障を及ぼすおそれがあると行政機関の長が認めることにつ

き相当の理由があると認められるから，標記の不開示部分は，法５条

４号に該当し，同条６号について判断するまでもなく，これを不開示
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としたことは妥当である。 

 （３）医務部長の氏名について 

ア 標記の不開示部分に関する諮問庁の説明は，上記第３の２（２）の

とおりであるところ，刑事施設においては，被収容者が，収容中の処

遇等に対する不満ゆえに，特定の職員やその家族に対し，釈放後の報

復をほのめかすような事案や，そのために職員の氏名を教えるよう執

ように要求する事案が多々見受けられる旨の説明が首肯できることは，

上記（２）アで認定したとおりであり，したがって，その職務の性質

等も併せ考えれば，こうした状況の下において，医師を含む刑事施設

で勤務する職員の氏名を公にした場合，被収容者又はその関係者等か

ら当該職員又はその家族に対し，不当な圧力や中傷，攻撃が加えられ

るおそれが相当に高くなる旨の諮問庁の説明も，首肯できる。 

  また，当審査会事務局職員をして，職員録を確認させたところ，不

開示とされている標記の職員の氏名は職員録（平成２９年版）に掲載

されていないと認められる。 

イ そうすると，標記の職員の氏名を公にした場合，被収容者又はその

関係者等から当該職員又はその家族に対し，不当な圧力や中傷，攻撃

が加えられるおそれが相当に高くなり，このような不当な圧力等を受

けることを恐れる医師が，刑事施設で勤務することをこれまで以上に

ためらい，その結果，刑事施設における医師の確保が，更に困難なも

のになり，刑事施設における適正な医療事務の遂行に支障を及ぼすお

それがある旨の諮問庁の説明は，首肯できる。 

ウ 以上によれば，標記の不開示部分は，法５条６号柱書きに該当し，

同条４号について判断するまでもなく，これを不開示としたことは妥

当である。 

３ 審査請求人のその他の主張について 

審査請求人は，その他種々主張するが，当審査会の上記判断を左右する

ものではない。 

４ 本件一部開示決定の妥当性について 

以上のことから，本件対象文書につき，その一部を法５条４号及び６号

に該当するとして不開示とした決定については，審査請求人が開示すべき

とする部分は，同条４号及び６号柱書きに該当すると認められるので，妥

当であると判断した。 

（第１部会） 

  委員 岡田雄一，委員 池田陽子，委員 下井康史  
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別紙（処分庁が特定した文書） 

 

文書１ 「特定刑事施設Ａ組織図（平成２９年４月１日現在）」（特定刑事

施設Ａ）（本件対象文書） 

文書２ 「達示目次（平成２７年度）」（特定刑事施設Ａ） 

文書３ 「達示目次（平成２８年度）」（特定刑事施設Ａ） 

文書４ 「所長指示目次（平成２７年度）」（特定刑事施設Ａ） 

文書５ 「部長指示目次（平成２７年度）」（特定刑事施設Ａ） 

文書６ 「課長・首席指示目次（平成２７年度）」（特定刑事施設Ａ） 

文書７ 「所長指示目次（平成２８年度）」（特定刑事施設Ａ） 

文書８ 「部長指示目次（平成２８年度）」（特定刑事施設Ａ） 

文書９ 「課長・首席指示目次（平成２８年度）」（特定刑事施設Ａ） 

 

 

 


